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「雇用管理の改善及び事業の合理化を一体的に図るために必要な

措置（改善措置）についての計画」の認定制度について

１ 趣 旨
この制度は「林業労働力の確保の促進に関する法律」（平成８年５月２４日法律第54号）

に基づき、林業事業体が策定した同計画を、国の基本方針及び都道府県の基本計画に照ら

し、林業労働力の受け皿として一定の水準を備えている、または雇用管理の改善と事業の

合理化の実施が見込める場合、県知事が認定します。

認定された事業主(認定事業主)に対して、林業労働力確保支援センターが中心となり、

雇用管理の改善及び事業の合理化に関する支援措置を一体的に講ずることにより、林業労

働力を確保していこうとするものです。

２ 仕組み

　(島根県林業公社)

国（農林水産大臣・労働大臣）
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の計画

認定事業体

支
援
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・林業経営及び雇用の動向

・林業労働力の確保の促進の基本的方向

・雇用管理の改善及び事業の合理化

・就業の円滑化のための措置

（平成８年７月公表・平成２２年３月変更）

・国の基本方針に沿って策定

（平成２３年３月【第３期】）

・改善計画の対象となる事業所

・事業主の雇用管理及び事業の現状

・改善措置の目標、内容、実施時期

・改善措置に必要な資金の額及び調達方法

・計画期間＝５年

・共同計画認定は単独計画の認定も必要

申請認定

事業主

林業労働者を雇用して森林施業を行う者

（造林・保育・伐採・その他の施業）
・森林組合、造林業・育林業・素材生産業を営む者及び

それらが組織する団体等

■事業の合理化（林野庁）

・林業就業促進資金の貸付

・ 〃 の償還免除（県独自）

・担い手育成基金事業（架線集材講習経費助成）

・技術者養成研修の実施

・新規参入者への普及啓発

■雇用管理の改善（厚生労働省）

・委託募集の実施（共同計画認定者）

・アドバイザーによる相談指導

・情報の収集・提供

指 定

林業労働力確保

支援センター
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３ 認定基準

「林業労働力の確保の促進に関する法律の運用について」（平成８年５月２４日付け林

野庁長官等通知）により、次に示す水準を改善措置の努力目標とする。

（１） 雇用管理の改善の観点

①雇用の安定化については、全雇用労働者のうち常用の者の増加が５年間で１割以上で

あること。

②労働時間の短縮については、５年間で週所定労働時間の短縮が１時間以上又は休日数

の増加が５日以上であること。

③振動機械の使用時間の短縮については、１労働者の１月あたりの振動機械の使用時間

（以下「１労働者１月振動機械使用時間」という。）の短縮が５年間で１割以上である

こと。

④労働強度軽減については、１労働者の１月あたりの重筋労働（主索張り作業、ワイヤ

ロープ引出し作業、丸太巻立作業、手工具による伐木造材作業等）への就労時間（以下

「１労働者１月重筋労働就労時間」という。）の削減が５年間で１割以上であること。

（２）事業の合理化の観点

①生産性の向上については、素材生産事業に係る労働生産性の向上が５年間で２割以上

あること。

②事業規模の拡大については以下の基準に合致していること。

a 素材生産事業に係る年間事業量が3,500m3未満の事業主にあっては、５年間で７割

以上素材生産量が増加すること。

b 3,500m3以上5,000m3未満の事業主にあっては、5年後の素材生産量が6,000m3以上

となっていること。

c 5,000m3以上の事業主にあっては、５年間で２割以上素材生産量が増加すること。

③次官通達の記の第５の２の（３）のアからカに掲げる林業機械(以下「高性能林業機

械」という。)の導入台数を計画的に拡大すること。


